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中  間  損  益  計  算  書

  （単位：百万円）

科 目 前 年 中 間 期
(12.4.1～12.9.30)

当 中 間 期
(13.4.1～13.9.30)

前 期
(12.4.1～13.3.31)

［ 経 常 損 益 の 部 ］ ％ ％ ％
売 上 高 375,918 100.0 360,381 100.0 778,536 100.0
売 上 原 価 △ 309,041 △ 307,414 △ 645,922
販売費及び一般管理費 △ 39,875 △ 38,043 △ 78,694
営 業 費 用 △ 348,917 △ 345,458 △ 724,616

営
業
損
益
の
部 営 業 利 益 27,001 7.2 14,923 4.1 53,920 6.9

受取利息及び配当金 2,015 2,793 4,306
そ の 他 の 収 益 4,351 4,384 10,079
営 業 外 収 益 6,367 7,178 14,386
支 払 利 息 △ 6,418 △ 4,795 △ 12,113
そ の 他 の 費 用 △ 5,404 △ 6,903 △ 13,191

営
業
外
損
益
の
部

営 業 外 費 用 △ 11,823 △ 11,699 △ 25,304
経 常 利 益 21,545 5.7 10,402 2.9 43,002 5.5
［ 特 別 損 益 の 部 ］
固 定 資 産 売 却 益 － 1,032 －
関 係 会 社 株 式 売 却 益 － － 1,644
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,950 － 6,069

特 別 利 益 1,950 1,032 7,713
固 定 資 産 等 除 却 損 失 － - △ 7,707
投 資 有 価 証 券 評 価 損 △ 6,339 △ 1,977 △ 51,105
関係会社株式等評価損 △ 5,247 － △ 9,079
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － △ 5,125 －
関係会社貸倒引当金繰入額 △ 4,597 － △ 6,616
事 業 再 編 損 失 － － △ 8,274
特 別 退 職 金 △ 2,805 △ 1,953 △ 5,877
退職給付引当金繰入額 △ 3,616 △ 3,957 △ 7,233

特 別 損 失 △ 22,606 △ 13,012 △ 95,893
税 引前中間 ( 当期 ) 純利益 889 0.2 △ 1,577 △0.4 △ 45,177 △5.8
法人税・住民税及び事業税 △ 30 △ 23 △ 60
法 人 税 等 調 整 額 △ 142 1,059 17,636
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 717 0.2 △ 541 △0.2 △ 27,600 △3.5
前 期 繰 越 利 益 10,984 3,155 10,984
中間（当期）未処分利益 11,702 2,614 △ 16,615
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中  間  貸  借  対  照  表

（単位：百万円）
科 目 前年中間期末

(12.9. 3 0 )
前 期 末
(13.3. 31 )

当中間期末
(13.9. 3 0 )

科 目 前年中間期末
(12.9 .3 0 )

前 期 末
(13. 3 .3 1 )

当中間期末
(13.9 .3 0 )

（ 資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 337,684 314,187 314,974 流 動 負 債 369,645 364,853 325,258
現 金 及 び 預 金 6,730 4,122 7,346 買 掛 金 83,897 94,762 72,528
受 取 手 形 2,303 1,695 1,609 短 期 借 入 金 127,634 109,920 62,834
売 掛 金 113,718 94,609 62,152 ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ・ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ - 8,000 -
製 品 ・ 半 製 品

109,567 96,329 100,544
１年内償還の社債 70,000 32,000 82,000

原材料及び貯蔵品 82,627 78,368 77,184 　その他の流動負債 88,113 120,169 107,895
繰 延 税 金 資 産 6,060 15,025 12,985
その他の流動資産 16,776 24,137 53,252 固 定 負 債 638,527 620,832 695,687
貸 倒 引 当 金 △ 100 △ 100 △ 100 社 債 341,136 309,136 319,136

長 期 借 入 金 214,385 219,692 284,240
退 職 給 付引当金 42,931 46,766 47,218
特 別 修 繕引当金 33,617 34,150 32,617

固 定 資 産 1,145,218 1,127,773 1,135,924 その他の固定負債 6,456 11,087 12,473

有 形固定資産 675,141 645,207 618,835
建物及び構築物 203,494 195,772 183,458 負 債 合 計 1,008,172 985,686 1,020,945
機 械 及 び 装 置 367,141 337,650 326,618
土 地 87,591 86,949 83,170 （ 資本の部）
その他の有形固定資産 16,913 24,835 25,586 資 本 金 239,644 239,644 239,644

無 形固定資産 19,598  18,816 17,536 法 定 準 備 金 159,821 152,344 152,823
資 本 準 備 金 119,611 112,134 112,134

投 資 等 450,478 463,749 499,552 利 益 準 備 金 40,209 40,209 40,688
関係会社株式・出資金 192,524 223,676 266,756
投 資 有 価 証 券 183,562 169,942 128,455 剰 余 金 59,018 30,700 24,892
繰 延 税 金 資 産 36,011 32,775 49,825 任 意 積 立 金 47,316 47,316 22,278
その他の投資等
貸 倒 引 当 金

49,186
△ 10,805

46,769
△ 9,414

69,502
△14,988

中 間 （ 当 期 ）
11,702 △ 16,615 2,614

(うち中間(当期)純利益) (      717) (△ 27,600) (△541)

その他有価証券
評 価 差 額 金 16,245 33,585 12,593

資 本 合 計 474,729 456,275 429,953

資 産 合 計 1,482,902 1,441,961 1,450,899 負債及び資本合計 1,482,902 1,441,961 1,450,899

及 び 仕 掛 品

未 処 分 利 益
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中 間 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 重 要 な 事 項 等

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

満期保有目的債券 償却原価法によっております。

関係会社株式・出資金 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券  時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法）によっております。

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

 (2)棚卸資産 後入先出法による原価法によっております。
ただし、エンジニアリング事業は個別法、貯蔵品中の補助材料は移動
平均法、鋳型・ロールは総平均法。

２．固定資産の減価償却の方法  有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法によっております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に
基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
 (1)貸倒引当金                              債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

 (2)退職給付引当金                          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる
額を計上しております。また、会計基準変更時差異については、5年による
按分額を費用処理しております。

 (3)特別修繕引当金                          溶鉱炉及び熱風炉の改修に要する費用の支出に備えるため、次回の改修見
積額を次回の改修までの期間に按分して繰入れております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

５．リース取引の処理方法                    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

６．ヘッジ会計の方法
 (1)ヘッジ会計の方法                        繰延ヘッジ会計を採用しております。なお、為替予約等について振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の
要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

 (2)ヘッジ方針等                            当社は、輸出入取引等にかかる為替変動リスクへの対応を目的として、為
替予約等を利用したヘッジ取引を実施しております。また、負債（借入金・
社債等）全体の金利の変動への対応及び金利の低減を目的として、金利スワ
ップ取引を利用したヘッジ取引を実施しております。

                                            これらヘッジ取引の実施にあたっては、実需に伴う取引に対応させること
を基本方針とし、ヘッジ取引に係る社内規定（「財務業務権限規程」及び
「デリバティブ取引規程」）に基づき取引を実施しております。

７．消費税等の会計処理                      税抜方式によっております。

８．有形固定資産の減価償却累計額
                     前年中間期末   2,384,429 百万円 前期末 2,375,197 百万円  当中間期末 2,364,047 百万円

９．偶発債務
      保証債務残高 前年中間期末 4,907 百万円 前期末 5,580 百万円  当中間期末 5,203 百万円
      保証予約等残高 前年中間期末 320,880 百万円 前期末 290,220 百万円  当中間期末 266,436 百万円
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10．所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
         リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額（利子込み法）        （単位：百万円）

前 年 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末
取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

中間期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末
残高相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

中間期末
残高相当額

機 械 及 び 装 置 40,717 24,099 16,618 41,728 26,732 14,996 25,467 14,785 10,681
そ　　の　　他 3,942 2,300 1,642 4,105 2,679 1,425 2,698 1,612 1,085
合 計 44,660 26,400 18,260 45,833 29,411 16,422 28,165 16,398 11,767

         未経過リース料残高相当額（利子込み法）
  前年中間期末 前期末 当中間期末
 １　年　内 5,628 百万円 5,261 百万円 3,186 百万円
 １　年　超 12,631 百万円 11,160 百万円 8,580 百万円
　合　　計 18,260 百万円 16,422 百万円 11,767 百万円

前年中間期 前期 当中間期
支払リース料 3,185 百万円 6,195 百万円 2,324 百万円

11．有価証券

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　                                                     (単位:百万円)
前 年 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末

中間貸借対
照表計上額

時価 差額 貸借対照表
計上額

時価 差額 中間貸借対
照表計上額

時価 差額

子 会 社 株 式 6,015 4,770 △1,244 6,887 11,945 5,058 6,887 10,965 4,078
関 連 会 社 株 式 6,208 4,844 △1,364 5,559 6,382 822 5,559 6,344 784
合 計 12,224 9,615 △2,609 12,447 18,327 5,880 12,447 17,309 4,862

        


